
企業活動の状況
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企業収益（売上高と経常利益の推移）

 売上高は対前年度比＋6.3%（４年ぶりの増収）となり、2020年度の落ち込み分（▲8.1％）の過半を回復（増加率
は2004年以来の大きさ）。

 経常利益は対前年度比＋33.5％の増益となり、直近のピークをつけた2018年度より約70億円多くなり、過去最高を更新。
（※１）大企業 ： 資本金10億円超、中堅企業 ： 資本金1億円～10億円、中小企業 ： 資本金1億円未満。

（※２）全規模 ： 289.0万社（大企業 ： 0.5万社（全体の0.2％）、中堅企業 ： 2.6万社（同0.9％）、中小企業 ： 285.9万社（同98.9％）

（中小企業のうち、資本金1,000万円未満：197.3万社（同68.3％））
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内部留保（利益剰余金）

内部留保（利益剰余金）残高・対前年度差

 企業の当期純利益から配当金を除いた額（社内留保）が、バランスシートの「利益剰余金（内部留保）」の増加分として計
上。内部留保の残高は、対前年度差＋32.1兆円（うち大企業︓＋14.4兆円、中小企業︓＋9.5兆円）と増加している
ものの、サービス業や不動産では、対前年度差で大きく減少している。なお、配当金も近年は着実に増加している。

（兆円）

残高 対前年度差
製造業 186.1 18.3
食料品 12.3 0.3
化学 28.2 1.7
石油・石炭 1.4 0.5
鉄鋼 5.3 0.7
金属製品 10.5 1.2
はん用機械 4.3 0.4
生産用機械 11.6 0.3
業務用機械 9.5 ▲0.1
電気機械 14.7 2.0
情報通信機械 13.4 3.8
輸送用機械 37.6 2.6

残高 対前年度差
非製造業 330.3 13.8
建設 43.8 4.1
電気 4.1 ▲0.3
情報通信 31.6 2.7
運輸・郵便 23.9 ▲0.1
卸売 63.9 9.7
小売 34.8 3.5
不動産 43.3 ▲3.3
物品賃貸 7.3 0.3
サービス 71.4 ▲3.2
宿泊 0.1 ▲0.0
飲食 2.3 1.0
生活関連 2.0 ▲0.2
娯楽 1.0 ▲3.1

サービス（純持除く） 35.3 ▲0.9
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（注１）金融業、保険業を除く。
（注２）設備投資のうち、ソフトウェアへの投資金額は2000年以前は含まれない。
（出典）財務省「法人企業統計調査」（年報）

対前年度比 寄与度
全規模 9.2
大企業 2.4 1.24
中堅企業 11.0 1.75
中小企業 18.6 6.17

設備投資対前年度比・寄与度

対前年度比 寄与度
製造業 5.6 1.82

食料品 ▲10.7 ▲0.30
化学 3.7 0.17
石油・石炭 ▲12.7 ▲0.06
鉄鋼 ▲16.7 ▲0.39
金属製品 9.3 0.13
はん用機械 41.6 0.19
生産用機械 68.0 0.83
業務用機械 ▲2.9 ▲0.03
電気機械 ▲7.5 ▲0.15
情報通信機械 17.7 0.64
輸送用機械 2.0 0.12

対前年度比 寄与度
非製造業 10.8 7.33

建設 4.1 0.24

電気 38.3 1.78

情報通信 5.3 0.59

運輸・郵便 3.0 0.30

卸売 9.6 0.51

小売 6.7 0.48

不動産 3.5 0.31

物品賃貸 8.3 0.33

サービス 29.0 2.65

宿泊 158.2 0.45

飲食 388.9 2.03

生活関連 5.2 0.05

娯楽 ▲17.7 ▲0.23

（％、％pt）
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設備投資

 設備投資（注１）について、感染症拡大前の2018年度の水準までは戻っていないものの、2021年度は対前年度比＋9.2％
となっており、特に増加率が大きかった中堅・中小企業においては、感染症拡大前の水準までほぼ回復している。

 業種別でみると、鉄鋼や食料品などの一部の業種で減少している（注２）ものの、景況感が改善する中で、特に非製造業の業
種において前年度比増加となっている。

（注１）建設仮勘定の増加額、その他の有形固定資産の増加額、減価償却費の合計。

（注２）主な要因は、事業再編に伴う工場閉鎖や事業譲渡による減少（鉄鋼）、前年度の投資に対する反動減（食料品）等
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キャッシュフローと企業の投資

（注１）キャッシュフロー＝内部留保（当期純利益-配当金）+減価償却費
（注２）無形資産投資額=当期末無形投資資産-当期首無形投資資産
（出典）財務省「法人企業統計調査」
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